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第 1章 背景・目的等               

 

 

１. 背 景                                    

 

宮崎市（以下、「本市」という。）は、小学校 46 校、中学校 25 校※1を有しており、

本市が保有している公共建築物における延床面積の約３割（2024 年度（令和 6年度）

末時点）を占めています。 

また、校舎や屋内運動場（以下、「体育館」という。）等の学校施設は、1960 年代後

半（昭和 44 年頃）から 1980 年代後半（昭和 61 年頃）にかけて多く建設され、建築

後 30 年以上を経過した建物が約 8 割を超えるなど、老朽化が急速に進行している状況

です。 

今後、これらの施設は、一斉に更新時期を迎えることになるため、従来の建替え中心

の整備手法では、単年度の財政負担が多大になり、施設の機能を維持していくことは困

難になっていくものと予測されます。 

このような状況の中、施設の機能維持を着実に実施していくためには、点検等により

劣化損傷を把握し、適切な時期に改修する整備計画を作成するなど、施設の長寿命化対

策を図っていく必要があります。 

さらには、学習指導要領等に基づく多様な学習環境の整備や環境負荷の低減、防災対

策や生活空間の快適化等の様々なニーズへの配慮も、学校施設には求められています。 

 

 

２. 目 的 

 

「宮崎市学校施設長寿命化計画」（以下、「本計画」という。）は、「学校を利用する誰

もが学校施設を長く快適に、そして安全・安心に使っていける」の基本理念を基に、施

設の長寿命化と環境整備について、方針や施策を掲げ、行っていくことを目的とします。 

施設の長寿命化については、建物の機能を維持し、使用年数を延ばすとともに、財政

負担の縮減や予算の平準化を図り、施設の環境整備については、教育環境の充実を図り

ます。 

 

 

 

 

※1令和 7 年度に統合する生目台西小学校及び施設を有していない夜間中学校は除く。  



2 

３. 計画の変遷

本市では、2011 年３月（平成 22

年度）に学校施設の老朽化対策や教育

環境の変化等に対応した整備のあり方、

学校施設の基本的な構想として、「宮崎

市学校施設整備基本計画」を策定しま

した。 

その後、2013 年 11 月（平成 25

年度）に、国において国民の安全・安

心を確保し、中長期的な維持管理・更

新等に係るトータルコストの縮減や予

算の平準化を図る「インフラ長寿命化

基本計画」が策定されました。 

さらに、これを受けて文部科学省は、

2015 年 3 月（平成 26年度）に「文

部科学省インフラ長寿命化計画（行動

計画）」を策定しました。 

また、本市では、2014 年 4 月（平成 26 年度）に国から各地方公共団体に対して、

「公共施設等総合管理計画」の策定が要請されたことを受けて、2017年 2月（平成 28

年度）に、持続可能で最適な公共施設サービスを提供することにより、市民満足度を高

めることを目的として「宮崎市公共施設等総合管理計画」（以下、「総合管理計画」とい

う。）を策定しました。総合管理計画は、「総量の最適化」・「質の向上」・「投資の厳選」

とした３つの経営方針を掲げています。 

なお、「宮崎市学校施設整備基本計画」は、本計画の基本的な方向性を踏襲するものと

して改めます。 

図 1-1 計画の経緯フロー 

宮崎市「学校施設整備基本計画」

国「インフラ長寿命化基本計画」

文部科学省「インフラ長寿命化計画（行動計画）」

宮崎市「公共施設等総合管理計画」

宮崎市「学校施設長寿命化計画」

・教育ビジョンの基本計画を具現化

・総量の最適化、質の向上、投資の厳選の経営方針

（年度）

Ｈ22

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ28

Ｈ30
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４. 計画の位置付け 

 

本計画は、宮崎市公共施設等総合管理計画（上位計画）の個別施設計画（下位計画）

とします。また、第三次宮崎市教育ビジョンを具現化するものとして計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 計画期間 

 

本計画は第二次計画となります。計画期間は、2025年度（令和 7年度）から 2034

年度（令和 16年度）の 10年間とします。また、施設の長寿命化による財政効果を検討

するため長期的な視点として、今後 40年間のコストシミュレーション（費用試算）を行

い、短期的な視点として直近 10年間の実施計画を作成するものとします。なお、上位計

画の見直しが行われた場合や、社会情勢や教育環境の変化等への対応を要するときは、

本計画も必要に応じて見直すものとします。 

 

  

図 1-2 計画の位置付け 

第三次宮崎市教育ビジョン 
 

宮崎市公共施設等総合管理計画 
 

第六次宮崎市総合計画 
 

宮崎市学校施設長寿命化計画 
 

具現化 
 

個別施設計画 
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６. 対象施設 

 

小学校46校、中学校25校の計71校のうち、校舎（用途上不可分な昇降口等を含む。）、

体育館、学校給食施設に加え、プール・運動場といった付帯施設も計画の対象とします。

ただし、倉庫や部室など小規模な建物（概ね 200 ㎡以下）については対象外とします。 

 

表 1-1 対象施設 

 

計画対象施設 71校  595棟  415,798 ㎡ 

施設 棟数 
床面積 
（㎡） 

1棟あたり 
面積（㎡） 

小学校 
（46校） 

校舎 266棟 199,526 48.0% 750 

体育館 78棟 41,406 10.0% 531 

学校給食施設 33棟 6,844 1.6% 207 

プール 46箇所 19,520 - 424 

運動場 46箇所 442,061 - 9,610 

中学校 
（25校） 

校舎 160棟 129,487 31.1% 809 

体育館 29棟 33,748 8.1% 1,164 

柔剣道場 12棟 2,192 0.5% 183 

学校給食施設 17棟 2,595 0.6% 153 

プール 25箇所 10,045 - 402 

運動場 25箇所 371,052 - 14,842 

総計 71 校 595棟 415,798 100.0% 699 

※床面積の構成比率は表示単位未満四捨五入の関係で表示上の数値の合計と最下段の総計が一致しません。 

※令和 7 年度に統合する生目台西小学校、施設を有していない夜間中学は対象施設より除きます。 

※総計には、プール、運動場の面積等は含みません。 

 

 

 

（2024年度（令和 6年度）末時点） 
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第２章 学校施設の現況と課題           
 

１. 児童生徒の推移 

 

(１) 児童生徒数の変化と学級数の変化 

● 児童生徒数は、ピーク時の約６割に減少していますが、１校あたり学級数は、小学
校で近年増加傾向となっています 

 

児童生徒数は、2024 年度（令和 6 年度）現在で 31,407 人と 1986 年度（昭

和 61 年度）ピーク時の 60.9％に減少しています。また、１校あたりの学級数は、

児童生徒数の推移と同様に減少傾向にありましたが、2003 年度（平成 15 年度）

以降、小学校では、通常の学級数は減少しているものの、特別支援学級数が増加し

ていることから、全体として増加傾向となっており、中学校ではほぼ横ばいとなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 児童生徒数と学級数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

⚫ 児童生徒数は減少傾向にあるものの、学級数は小学校で増加傾向にあることか

ら、今後、必要な学級数に対応できるよう、教室の確保に努めながら、適切に管

理していくことが求められています。 
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２. 施設保有量と整備状況 

(１) 学校施設の保有量 

● 学校施設の延床面積は、公共施設全体の約３割を占めています 

本市が 2024 年度（令和 6 年度）末時点で保有している公共施設は 697 施設、

2,929 棟、延床面積約 130 万㎡となっています。 

そのうち、小中学校の学校施設は 72施設、延床面積は全体の 34.5％を占めてい

ます。 

※本計画の対象施設は生目台西小学校を除く 71 施設。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 公共施設に占める学校施設の割合 

（全体：34.5%） 
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(２) 学校施設の築年数 

● 築 30 年以上が全体の約 8 割です 

本市は、小学校 46校、中学校 25 校の 71校、計 595 棟の学校施設を保有して

います。その多くが 1960 年代後半（昭和 44 年頃）から 1980 年代後半（昭和

61 年頃）に建設されており、50 年を経過して 2010 年代後半（令和元年頃）から

2030 年代後半（令和 20 年頃）にかけて一斉に更新時期を迎える見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 建築年別延床面積 

建設が集中した時期 
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３. 今後の施設関連経費 

 

(１) 本市の財政状況 

● 歳出総額は 2020 年度（令和 2 年度）をピークに一時減少、普通建設事業費・社会
保障費は近年増加傾向にあります 

 

2018年度（平成30年度）から2023

年度（令和 5年度）の歳出の変遷を見る

と、総額は近年のその他経費の増減の影

響により、2020 年度（令和 2 年度）

が最も多く、2021 年度（令和 3 年度）

に一時減少しています。 

また、公共施設に充てることのできる

普通建設事業費の変遷を見ると、ほぼ横

ばい傾向にありますが、2020 年度（令

和 2 年度）がピークで約 247 億円、そ

こから一時減少しましたが、2023年度

（令和 5 年度）は、236 億円と増加傾

向となっています。 

なお、社会保障費は 2018 年度（平

成 30年度）から増加傾向にあり、2023

年度（令和 5年度）時点の歳出は約 716

億円となっています。 

 

(２) 学校施設の施設関連経費 

● 老朽化の進展により、今後、近年の約 2.5 倍の施設関連経費が必要となります 

 

近年（2019年度（令和元年度）から

2023 年度（令和 5 年度）まで）の小

中学校の施設関連経費は、年平均で約

29.0 億円となっています。 

今後は老朽化対策が必要となる施設

が大量に発生するため、従来と同じ手法

で整備した場合、年平均で近年の約 2.5

倍である約 71.2 億円の施設関連経費が

必要となります。 

 

 

 

図 2-5 今後必要となる施設関連経費 

図 2-4 財政状況の推移 
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(３) 今後の維持管理コストのシミュレーション 

● 長寿命化型では、従来型に比べてコストが平準化されますが、財政面の負担は以前
大きなままです 

従来型の修繕・改修を今後も続けた場合、今後40年間の維持・更新コストの総額は

2,848億円（平均71.2 億円/年）となっています。これは、近年の施設関連経費の平

均29.0億円/年の約2.5倍です。 

一方、長寿命化型では、今後 40 年間の維持・更新コストの総額は 2,700 億円（平

均67.5億円/年）と、従来型に比べて40年間で148億円のコスト削減が見込まれま

す。 

更に、健全性の評価結果を踏まえ、長寿命化とあわせて老朽化が著しい建物を計画的

に建替えをした場合、今後の 40 年間の維持・更新コストの総額は 2,663 億円（平均

66.6億円/年）と、従来型に比べて40年間で185億円のコスト削減が見込まれます。

ただし、長寿命化型と計画的な建替えを行ったとしても維持・更新コストは過去の施設

関連経費の約2.3倍となり、財政面の負担は大きなままとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 今後の維持・更新コスト（従来型） 

図 2-7 今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 
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課題 

⚫ 限られた財源の中、事業費の平準化にも配慮した適切な改善計画策定はもちろ

んのこと、学校施設保有量の最適化や更なるコスト削減策が求められています。 

図 2-8 今後の維持・更新コスト（長寿命化型＋計画的な建替え） 
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適切な時期に改修を行い、学校施設の機能維持を図る。 

 

学校を利用する誰もが学校施設を長く快適に 

そして安全・安心に使っていける。 

 

第３章 基本理念・基本方針                      
 基本理念・基本方針 

これまでは、校舎や体育館の耐震化を最優先課題として取り組んできましたが、今後

は学校施設の長寿命化対策に取り組んでいきます。また、安全面、教育面、防災面、環

境面、衛生面など時代のニーズに対応した施設整備を行っていきます。 

 

［基本理念］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［基本方針］ 

 

 

 

 

 

  

学校施設は、児童生徒の学習・生活の場であるとともに、災害時の避難所としての

役割や地域住民のコミュニティ・生涯学習等としても利用されることから、すべての

人が生きがいを持って学び楽しみ、活気あふれる教育環境としての施設の充実と適切

な維持管理が求められています。 

本市の学校施設の現状は、老朽化が著しく、危険なものや衛生的でないもの、ま

た、社会情勢や教育環境の変化により、建設時のままでは現在求められている機能を

果たせないものが一部にあります。そのため、点検や適切な時期で補修や維持修繕を

行い、良好な教育環境を保つことが必要となります。 
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③安全・安心に 

利用できる施設 

（長寿命化対策・ 

施設の環境整備） 

非構造部材の耐震化対策 

外壁落下防止対策 

その他の自然災害対策 

事故防止と防犯対策 

「施策の方向」 「主要施策」 

①長く利用できる施設 

（長寿命化対策） 

 

躯体保護（防水改修、外壁改修） 

高圧受変電設備更新 

給排水管更新 

②快適に利用できる施設 

（施設の環境整備） 

内装整備 

省エネルギー設備 

空調設備整備 

トイレ環境整備と洋式化 

運動場環境整備 

プール整備 

バリアフリー整備 

学校給食施設整備 

既存施設の修繕等 
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 改修等の基本的な考え方                         

 

文部科学省が定める「小学校（中学校）施設整備指針」では、学校施設を長期間、教育

の場として好ましい状態に維持するためには、点検・補修及び定期的な維持修繕が必要で

あり、これらを行いやすい計画とすることを重要としています。 

学校施設の長寿命化対策としては、「点検の実施」や「予防保全」が求められます。「予

防保全」において最も重視されるのが点検です。定期点検等により、深刻な劣化、機能停

止の兆候を十分に把握し、常に良好な環境として施設の維持管理を行います。 

また、これまでの維持管理は、深刻な劣化、不具合が生じた後に行う「事後保全」が多

く、外壁や防水等改修部位を特定した計画が多くなっていました。今後は、点検結果を基

にした総合的な計画として、「予防保全」に努めながら、関連工事を同時施工することに

よる工事費の低減や省エネ設備の導入による維持管理費の低減、事業費の平準化等を目

指します。 

こうした「予防保全」による長寿命化対策により、建替えサイクルを延長させながらも、

良好な学習環境の確保に努めます。 

 

① 建物・設備の維持管理 

●施設に応じた修繕内容や時期を計画に反映します 

施設を長く利用するためには、計画的に改修工事を行うだけでなく、日常的・定

期的に施設の点検や清掃、情報管理を行う必要があります。これらの維持管理を行

うことで、建物の劣化状況を詳細に把握でき、より早急に異常に気付くことができ

るため、施設に応じた維持、修繕内容や時期を計画に反映することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

維持管理 

清掃 

改修・修繕 

日常点検 

定期(法定)点検 

臨時点検 

点検結果入力 

改修・修繕履歴作成 

維持 

管理 
点検 

定期 

日常 

情報管理 

臨時 

図 3-1 維持管理の区分・内容 
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表 3-1 維持管理の実施内容と役割分担 

担当 項目 実施時期・目的・内容等 

教育 

委員会 

維持 
清掃 快適な環境を維持するために、各点検に併せて清掃 

改修・修繕 建物及び設備などの寿命を延ばすために実施 

点検 

定期(法定)

点検 

定められた期間ごとに、技術職員や専門業者により

実施 

臨時点検 
学校からの異常等の報告を受けた場合に、施設の劣

化状況等を把握するために実施 

情報管理 

点検、改修・修繕などの履歴を管理し、故障情報や

気象情報などの現状把握をするとともに、計画に反

映 

学校 点検 

日常点検 早期に異常を発見するために実施 

定期点検 
年１回または学期ごとの点検により、建物及び設備

の異常の有無、兆候を発見 

臨時点検 災害発生後などに被害状況の把握と危険性を判断 

 

② 建物の定期(法定)点検 

●学校施設の安全状況及び劣化状況を的確に把握し、維持管理に反映します 

本市では、技術職員により建築基準法第 12 条第 2 項、4 項に規定される「特定

建築物定期点検」を行っています。その定期点検結果を基に、学校施設の安全状況及

び劣化状況を的確に把握し、維持管理に反映していきます。 

 

（判定基準値の考え方） 

判定基準値と判定の定義は表３－２のとおりとします。４段階のランクを設定して

おり、Ａ、Ｂランクは、一部に修繕等の軽微な対応を要するものの、管理上健全な状

態とし、Ｃ、Ｄランクは、予防保全・安全等の観点から、改修工事等の着実な計画・

実施が必要なものとしています。 

 

表 3-2 判定基準 

ランク 判 定 の 定 義 

Ａ 特に措置を要しないもの 

Ｂ 修繕等により軽微な対応で可能である。経過観察とするもの 

Ｃ 緊急性はないが、長寿命化のためには年次計画的に改修・改善すべきもの 

Ｄ 危険、使用上支障がある。早期に改修・改善すべきもの 
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（設備・機器の保守点検） 

学校施設には、電気設備や給排水設備、空調設備、ガス設備等があり、適切に維持

管理を行わなければ故障等により、教育環境に悪影響を及ぼすことや、機能低下等に

よる危険が生じることがあります。 

本市では設備・機器の維持管理として、毎年度保守点検を専門業者に委託しています。 

これにより、安全で良好な環境が常に維持されることになるだけでなく、不具合箇

所の拡大や他の部品等に及ぼす影響が抑えられます。更に、設備・機器が長期に稼動

できるようになり、施設全体の長寿命化が図られます。将来的には、耐用年数を大き

く越えた設備・機器の改善・更新も想定されます。 

 

表 3-3 主な保守点検内容 

保守点検 

項目 
主な点検事項 主な点検時指摘事項及びその対処法 

空調設備 

冷凍機・冷却塔・送風機・

室外機・室内機等の作動、

劣化、油漏れ、レジオネラ

検査 

（指摘）部品交換時期、清掃、薬剤散布

の必要性等 

（対処）部品取替え、フィルター清掃、

薬剤散布等 

電気設備 

受電設備、配電設備、絶

縁常時監視装置等の外観

点検、電圧・電流測定 

（指摘）部品交換時期、設備機器の腐食

状況 

（対処）部品取替え、腐食箇所の補修等 

給排水設備 

給水設備：水圧、水質、給

水管の劣化状況 

排水設備：排水管の詰ま

り、排水管の劣化状況、汚

水槽の清掃状況 

（指摘）部品交換時期、配管漏水等 

（対処）部品取替え等 

ガス空調機 
室内機、室外機の作動、

圧力測定 

（指摘）部品交換時期、故障等 

（対処）部品取替え等 

消防用設備 

粉末消火器具・自動火災報

知設備・屋内消火栓設備の

作動、耐圧試験 

（指摘）部品交換時期、配管漏水等 

（対処）部品取替え等 

エレベーター 
制御駆動装置・昇降路 

かご室・乗場・付加装置 

（指摘）部品交換時期、故障等 

（対処）部品取替え等 

 

（定期点検や保守点検結果の活用） 

定期点検や保守点検の結果を整理し、今後の改修工事等の判断に活用します。 

その際、定期点検においては、Ｃ・Ｄランクである場合、優先的に改修工事を行う

ものとし、保守点検においては、処置が必要と判断された場合、各項目の修繕・部品

取替え等を行うものとします。 
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③ 目標耐用年数の設定 

●計画的に改修及び更新を行うことのできる目標耐用年数を設定します 

宮崎市公共施設等総合管理計画の「質の向上」の取組に基づき、本計画では、学校

施設の維持管理を予防保全型で実施します。具体的には、日常点検と定期点検を実施

し、施設の劣化状況を把握することで、適切な時期に改修等を行います。 

このように改修等を的確に実施するため、学校施設の主要施設である校舎等の耐用

年数を下記の通り設定します。 

なお、この耐用年数の設定にあたっては、（一社）日本建築学会の「建築物の耐久

計画に関する考え方」をも基にした耐用年数を採用するものとします。 

 

表 3-4 目標耐用年数 

校舎等の構造 耐用年数 目標耐用年数 

鉄筋コンクリート造 60 年 80 年 

鉄骨造 40 年 50 年 

資料：建築物の耐久計画に関する考え方〔（一社）日本建築学会〕 
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④ 部位ごとの基本的な改修周期 

本計画では、部位ごとの改修周期を次のとおり設定します。 

表 3-5 基本的な改修周期 

改修 

部位 
仕上げ 

更新等周期 

（年） 

外壁 
塗装系 10～20 

タイル系 50 

屋根・防水 

露出防水 40 

塗膜防水 25 

シート系防水 25 

屋根スレート 40 

屋根折板・長尺金属板 40 

外部 

建具 

アルミニウム建具 40 

鋼製建具 30 

内装 

改修 

天井ボード 40 

壁ボード 40 

床ビニル系シート 40 

床塗床 40 

壁塗装 20 

内部 

建具 

木製建具※2 30 

アルミニウム建具 40 

機械 

設備 

大・小便器 40 

洗面化粧台 40 

給水管 ２０～３０ 

排水管 30 

受水槽・高架水槽※2 20 

空調設備 15 

電気 

設備 

受変電設備 25 

照明設備 15 

昇降機 昇降機 30 

プール 
プール槽※2 40 

プールろ過機※2 20 

運動場 運動場※2 20 

資料：建築物のライフサイクルコスト（一財）建築保全センター 

 

※改修項目から、適切な時期に整備することが大切です。ただし、改修周期はあくまでも

目安であり、実際は、施設の状況を調査し、耐用年数が超えていても状態が良いものは、

できるだけ長く使用することを検討していきます。 
※2資料によらず、独自で設定したもの。  
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プール 
授業などに影響が生じ
る前に改修します。 

校舎・体育館等 
目標耐用年数まで使用で
きるよう、改修等により
機能向上を図ります。 

屋根・防水 
定期的に確認を行い、
雨漏り等発生する前に
改修します。 

受変電設備の取替 
学校活動などに影響が生
じる前に改修します。 

運動場 
授業やクラブ活動など
に影響が生じる前に改
修します。 

外壁 
定期的に確認を行い、外
壁材の落下が生じる前に
改修します。 

トイレ 
清潔で快適、かつ長く使
用できるように整備を進
めます。 

空調設備 

全館空調設備の更新及び特別教室等
への空調設備の設置を進めます。 

洋式化 

内装の改修 

図 3-2 基本的改修内容 

 



19 

第４章 基本的な考え方等を踏まえた整備計画 

整備優先度と整備方針 

学校施設の多くが老朽化している中、すべての施設を同様に整備するのではなく、老

朽劣化度や危険性、改修の有効性等を勘案した整備優先度に基づき、計画的に行ってい

くことが重要です。 

① 整備優先度

本計画では「安全で安心」であることを最優先とし、「長く利用できる」とすること

を優先的とします。また、「快適に利用できる」ことについては、必要性や効果を勘案

し重点的に整備を行うこととします。ただし、本市が抱えている喫緊の課題に関して

は「安全で安心」と同様に最優先に取り組みます。 

[基本計画の目的と整備優先度] 

■ 安全で安心（最優先整備）

学校施設は、安全性の確保が特に重要となります。校舎や体育館の耐震化は完了し

ていますが、依然として大地震時に非構造部材の落下するおそれのあるもの、転落や

落下による事故が生じやすい箇所などがあります。これらは、人命に被害を及ぼすお

それもあるため、非構造部材の耐震化対策、事故防止対策などを最優先に取り組みま

す。 

■ 長く利用できる（優先整備）

今後、より一層、学校施設の老朽化が進行することが想定され、屋根・屋上防水や

外壁の改修、配管や機器の更新等を優先的に取り組むことで、既存施設の長寿命化を

図ります。 

■ 快適に利用できる(重点整備)

既存施設には、学習指導要領の改訂などにより、既存のままでは現在求められる規

模、形態、能力等を満足していないものがあります。必要に応じて既存施設の改善や

改修を行います。 

学校を利用 

する誰もが 

安全で安心 

最優先整備 

長く利用できる 

優先整備 

快適に利用できる 

重点整備 



20 

② 第二次計画期における整備方針 

これまで本市では、学校からの要望や施設の定期点検結果等を踏まえて、学校施設

の維持管理を行ってきました。しかしながら、建築後 30年以上経過した建物が 8 割

を超えるなど施設の老朽化が進行している状況です。今後、学校施設の機能維持を図

っていくためには、適切な時期に長寿命化対策を講じる具体的な施策が大変重要にな

ってきます。 

 その中で、既存校舎等の建替えによる「改築事業」だけでなく、棟単位で外部と内

部を抜本的に整備する「長寿命化改良事業」や「予防改修事業」などがあります。 

これらは長寿命化対策の最も有効な整備手段と考えられますが、多大な事業費を要す

るため、本市が抱える施設数に対し、一斉に整備を進めることは難しいと予想されま

す。 

また、建物の一部を整備する「個別改修事業」や建物を部分的に補修する「修繕

等」については、計画的に行う必要があり、その中で「屋上・屋根防水改修事業」や

「外壁改修事業」は、構造躯体の劣化を防ぐことができ、長寿命化対策として大きな

効果が期待できます。 

 今後、第二次計画期間においても引き続き、「屋上・屋根防水改修事業」や「外壁

改修事業」を主体とした整備計画を作成し、学校施設の長寿命化を図っていきます。 

その他、上記以外の重点施策として、空調設備更新・整備、照明器具の LED 化、

トイレ洋式化、指定避難所の役割を担う体育館の非構造部材の耐震化対策も含め、年

次的に整備を進めていきます。 
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 直近 10か年の整備計画 

 

本市では、施設の長寿命化を図り、持続可能な学校施設を維持するため、10 か年の

整備計画を策定し、計画的に改修を進めます。この整備計画は、専門家による現地調査

や定期（法定）点検の結果に基づき、施設の劣化状況などを総合的に評価し、優先順位

を決定しています。 

本市の厳しい財政状況の中、限られた予算の中で、費用対効果の高い改修を優先的に

実施することで、長寿命化を最大限に図っていきます。 

また、関係部局との緊密な連携のもと、多様な財源確保策を検討し、持続可能な施設

整備の推進に努めて参ります。 

 

表４-1 今後 10 年間の整備内容 

 

 

 

 

  

屋根・屋上防水改修

外壁改修

非構造部材の
耐震化

照明器具LED化

空調設備整備

高圧受変電設備

プールろ過機

空調設備既設更新

これまでの実績により設定

これまでの実績により設定
急傾斜地　年平均1校

これまでの実績により設定

これまでの実績により設定

急傾斜地

修繕費

その他の経費

整備内容

部
位
改
修

D・C評価
改修

（優先度：D＞C）

屋根・屋上のD評価を優先的に解消し、
可能な限り外壁も一体的に改修
屋根・屋上防水改修　年平均3～4棟
外壁改修　年平均3～4棟

施策への対応

これまでの実績により設定
非構造部材の耐震化　年平均6棟
照明器具LED化　年平均8校
空調設備整備　年平均60教室

設備更新

これまでの実績により設定
高圧受変電設備　年平均2～3校
プールろ過機　年平均2校
空調設備既設更新　年平均2校

個別の部位改修

※複数年度にまたがる工事や、同事業で異なる工事が同一箇所である場合においては、１棟として算出します。 

※その他の経費は、保守点検等に係る費用などが該当します。 

※今回費用算出にあたり、建替えにかかる費用は含まれていません。 
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※費用や構成比率は表示単位未満四捨五入の関係で表示上の合計値と一致しません。 

図４-1 直近 10 年間の整備費用 

 

 整備費用は、社会情勢の変化など、本計画に大きな影響を与える事象が発生した場

合は、必要に応じて見直します。 
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部位改修 急傾斜地対策 経常修繕費 その他経費
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10％ 203 11％ 203 10％ 203 11％ 203 11％ 203 11％ 203 11％ 203 11％ 203 11％ 203 11％ 203

4％ 76 4％ 76 4％ 76 4％ 76 4％ 76 4％ 76 4％ 76 4％ 76 4％ 76 4％ 76

部位

改修

84％

1,627

部位

改修

83％

1,581

部位

改修

83％

1,615

部位

改修

82％

1,496

部位

改修

82％

1,526

部位

改修

82％

1,491

部位

改修

82％

1,514

部位

改修

82％

1,538

部位

改修

82％
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第５章 長寿命化計画の継続的運用と取組             
 

 情報基盤の整備と活用 

 

学校施設の予防保全型施設管理を推進し、各施設の長寿命化を実現していくためには、

学校施設の状況や改修履歴などをデータとして蓄積しながら、確実に更新し、効率的かつ

効果的な維持管理に活用していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査、点検、 

工事の際に活用 

 

長寿命化関連としての施設カルテに関するデータ 

 

データの 

管理 

既存の管理データ 

 

公立学校施設台帳 

○配置図、平面図 

○建物概要（構造・規模） 

○児童生徒数・クラス数 

○実施事業 など 

建物等現況調査票 

○建設年度（経過年数） 

○構造・規模 

○改修等履歴 

○個別の建物ごとの各部位の状態

（劣化状況など） 

施設の改修等要望 ○学校からの改修等の要望 

点検結果報告 
○点検箇所、時期 

○各種点検における結果、指摘事項 

学校施設工事履歴 
○長寿命化改修工事履歴 

○点検・調査を踏まえた修繕工事履歴

における結果、指摘事項 

図 5-1 情報基盤の整備と活用イメージ 
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 推進体制の整備 

 

本計画は、総合管理計画との整合を図り、予算の平準化などを推進することで、実効性

を高めていきます。 

また、学校施設の適切な維持管理においては、継続的な点検や効率的な運用が重要とな

るため、関係機関と連携を図りながら進めていきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 フォローアップ  

 

今後、各種点検を基に、本計画の効果の検証を行います。そして、総合管理計画及び教

育ビジョンの改訂時に PDCA サイクルによる適宜見直しを行い、学習指導要領の改訂に

対応した教育環境整備を実現させていきます。 

 

 

 

 

 

 

  

○法令に基づく定期点検 

○施設・設備の修繕 

 

・情報提供 

・情報共有化 

 

既存の管理データ 

 

関連部署 教育委員会 

・改修工事の 

依頼 

包括管理事業者 

○公共施設に関する計画 

○教育ビジョン・方針に

関する計画 

 

○技術的サポート 

 

○予算、財産管理 

○長寿命化計画の策定 

○長寿命化計画の見直し 

○法令に基づく定期点検 

○学校施設カルテの管理

（作成・更新） 

 

○長寿命化改修工事 

○法令に基づく定期点検 

○施設・設備の修繕 

学校 ・軽微な修繕の依頼 

 
○日常清掃・簡易点検 

○修繕等の要望 

○工事等への協力 

長寿命化計画の 

策定・見直し 
Plan 
（計画） 

長寿命化計画に沿った 

修繕等の実行 
Do 

（実行） 

実行状況等の検証 

Check 
（検証） 

検証結果を 

踏まえた 

改善を実施 

Action 
（改善） 

適切なタイミング
で見直し 

地域・保護者 

・情報提供 

・修繕等の要望 

 

図 5-2 学校施設長寿命化計画の推進体制 

 

図 5-3  PDCA サイクル 

 

専門業者 

・専門的な点検、 

修繕の依頼 

・情報共有化 

 

・現況、点検結果報告 

・修繕の依頼、協力 

・情報共有化 

 

・情報提供 

・情報共有化 

・点検、修繕の依頼 
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 今後の取組 

 

● 計画の進捗と評価（2019 年度（令和元年度）～2024 年度（令和 6 年度）） 

本計画の策定以降、構造躯体の健全度調査を実施し、優先して改築すべき施設の把握を

行ったとともに、本計画の整備計画に基づき、改築・予防改修等について、劣化の進行が

著しい施設から優先的に取り組みました。 

また、2024年（令和６年）４月から「宮崎市学校施設包括管理業務」を導入しており

ます。本業務により、巡回点検等による施設の不具合箇所の早期発見と修繕対応が可能に

なるとともに、DX化（包括管理システム導入による業務の一元管理、ドローン等を活用

した施設の映像データ共有）による業務の効率化を図っています。 

さらに、協力事業者（専門業者）に対しても、現場で報告書を作成できるシステムの提

供や、紙の書類提出を不要とする取組を行い、業務効率化を図っています。 

施設整備においては、躯体や設備の経年劣化に対応した保全改修を実施し、機能回復に

努めました。具体的には、2019年度（令和元年度）から 2021 年度（令和 3 年度）に

かけて全普通教室への空調設備設置による学習環境の改善、トイレの洋式化、バリアフリ

ー化、非構造部材の耐震化などに取り組み、施設の機能向上と安全性の確保を図りました。 

さらに、計画的な施設保全への移行を目指し、予防保全改修による機能回復にも取り組

み、施設の経年劣化状況に応じた適切な維持管理に努めています。 

 

● 今後の取組（2025 年度（令和 7 年度）～） 

費用試算結果からも長寿命化等に取り組むことにより、今後必要となる施設関連経費

が削減されることが見込まれますが、長寿命化等の取組を実施したと仮定した場合にお

いても、過去の施設関連経費の約 2.3 倍が必要であること、また今後の人口減少による

税収減少、物価変動や人件費の増加による施設関連経費の増加も想定されることからこ

れまで以上に「投資の厳選」により、身の丈にあう「最適な量」を保有することを推進し

ていく必要があります。 

 

(１) 更新計画 

学校施設を更新する際には、学校に求められている機能や同じ敷地内にある建設年

度が異なる棟への取扱い、更新中における必要な機能の維持など個々の学校が抱える

課題を整理する必要があります。また、地域の実情やニーズを的確に把握するなど、地

域との関係を踏まえて、検討していく必要があります。そのため、学校の目指すべき姿

や施設の多目的化、他施設との複合化を考慮しながら、関係部局と調整し、慎重に計画

を進めていくことが重要になります。 

 

(２) 財源の確保 

本計画の推進に当たっては、継続的な学校施設の改修等が必要となり、その支出は市

財政に大きな負担となります。そのため、学校施設の整備にあたっては、国庫補助事業

を最大限に活用し、財政負担の軽減を図ります。 

 



26 

(３) 地域利用の促進 

学校施設は、良好な教育環境だけでなく、地域のまちづくりや生涯学習の核としての

機能も求められています。そのため、学校施設が児童生徒の教育の場であることを第一

に考えた上で、地域のさまざまな人が利用することを踏まえ、学校施設の利活用につい

て、次のことに配慮する必要があります。また、関係部局と連携し、学校と地域の双方

にとって良好な環境となるよう検討します。 

 

[地域のまちづくり・生涯学習施設利用で配慮すべきこと] 
● 地域利用部分の配置 ・・・・・・ 校舎内で、最も利用しやすい学校門付近や

外部階段のある校舎で直接出入りが可能な
位置とします。 

● 地域利用部分のゾーニング ・・・・立ち寄りやすい雰囲気とするために、学校
教育部分と地域利用部分を明確にゾーニン
グし、地域利用専用の玄関を設置します。 

● 居心地のいい空間 ・・・・・・・・たたみやカーペット等の内装に配慮し、給
湯スペースを設置します。また、誰もが利
用できるよう、手すりや多機能便所等を設
置します。 

● 児童生徒との接点 ・・・・・・・・地域の活動に児童生徒が参加しやすい工夫
や、地域の人たちが児童生徒を見守ること
ができる計画とします。 

 

(４) 学校施設整備への PPP/PFI 手法の活用 

高額な事業費が必要となる学校施設整備においては、民間事業者の高い技術やノウ

ハウ、アイディアなどを取り入れ、より費用対効果の高い取組を行うため、「宮崎市

PPP/PFI導入の手引」に基づき、検討を行います。 
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